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Ⅰ　はじめに

　これまでに数多くの物体が，地球上から宇宙
空間に打ち上げられてきた。それらは地球の周
辺軌道上を周回したり，他の惑星に向けて移動
したりしている。このような物体は事実とし
て，宇宙空間に存在しているということができ
る。しかし，国際法上，これらの物体は宇宙空
間に到達したと評価することができるのか。国
連ではこれまでに，月などの天体を含めた宇宙
空間を規律対象とした条約が全部で 5 つ作成さ
れている。その中でも，「月その他の天体を含む
宇宙空間の探査及び利用における国家活動を律
する原則に関する条約」（以下「宇宙条約」とい
う）は，宇宙開発利用の基本原則を定めたもの
であるが，同条約はその名称に宇宙空間という
表現を用いているにもかかわらず，宇宙空間そ

れ自体の定義もしくは何処からが宇宙空間とみ
なされるのかについて，規定されていない。こ
れは他の条約，例えば「宇宙空間に打ち上げら
れた物体の登録に関する条約」（以下「宇宙物体
登録条約」という）などについても同様のこと
がいえる。また，宇宙空間の定義もしくは境界
に関連する国連総会の決議も見られない。すな
わち，国際法上，宇宙空間はどこから始まるの
かが明確にされていない。
　しかし，国連はこの問題にまったく無関心と
いうわけではない。国連には宇宙空間にまつわ
る諸問題を取り扱う宇宙空間平和利用委員会

（以下「COPUOS」という）が設けられているが，
そこにはさらに科学技術小委員会と並んで法律
小委員会が設置されている。そのうち法律小委
員会では，1967年以降この問題がアジェンダと
して取り扱われており，継続的に審議が行われ
ている �1 ）。これまでに宇宙空間の定義及び境界
問題に関する背景文書（background paper）が
1970年に �2 ），そして1977年にはその追加版が
作成された �3 ）。また2002年には，それまでの法
律小委員会におけるこの問題に関する審議経過
をまとめた「宇宙空間の定義及び境界について
の問題の考察に関する歴史要約書」が作成され
ている �4 ）。これらの文書は，この問題を考察す
る際の参考資料としての価値を有するものと評
価することができる。しかし，この問題の解決
に直接結びつくものではない。
　この歴史要約書では，これまで宇宙空間の定
義及び境界の設定に消極的姿勢を示してきた国
の主張する理由が，概ね以下のように示されて
いる。宇宙空間の定義及び境界は必要ではない
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し，またすることはできない。実際にこれまで
問題は生じておらず，また科学技術的な面から
の正当性はないので，宇宙空間を恣意的に定義
及び境界を定めれば，状況は複雑なものとなり
得る。宇宙空間の定義及び境界を設定すると，
宇宙技術の発展を害することになりうる。宇宙
法はこれまで問題なく発展してきておりまた適
用されているから，この段階で宇宙空間の定義
及び境界を設定することは，問題を解決すると
いうよりはむしろ問題を引き起こすことになり
うる，というものであった �5 ）。
　本稿では，長年にわたって審議されているに
もかかわらず解決の糸口が見えない宇宙空間の
定義及び境界問題について，2 つの側面から検
討する。まず最初に，宇宙空間の定義もしくは
境界画定について，これまでに学説上どのよう
な見解が唱えられてきたのかについて焦点を
当てる。この問題は，宇宙法でも最も長期間に
わたって議論されている項目の 1 つであり，見
解も多種多様である。背景文書ではこれをいく
つかに分類して紹介していた。本稿ではそれを
踏まえて，各見解の特徴及び問題点に触れると
ともに，若干の考察を行うものとする。その次
に，この問題についての国家の立場に焦点を当
てる。ここでは主に今世紀に入ってからの法律
小委員会で示された諸国の態度の他，国内法の
規定に着目して，宇宙空間の定義及び境界問題
を諸国はどのように捉えているのかを導き出す
ことに努める。特に今世紀に入ってから科学技
術が進展し，また宇宙開発利用に参加するアク
ターが増加した。初めて打上げが行われた頃に
比べて，宇宙開発利用の道筋というものが見え
てきたといえよう。その中で，これまで消極的
な姿勢を示してきた国の中に意識の変化が見ら
れるのかに焦点を当てつつ，境界が画定されな
い理由について若干の考察を行うものとする。

Ⅱ　学説上の分類

　宇宙空間の定義及び境界画定に関する議論
は，領土上空の空間を一定の基準にしたがって

線を引き，その線よりも上空を宇宙空間と考え
る空間主義と，明確な境界画定を行わず活動の
性質や遂行する目的などに着目して，適用され
る法を決定することにより解決を図る機能主義
とに分けられる。空間主義に関しては，その基
準によっては設定される高度が異なることがあ
る。

　 1 ．空間主義
　（ 1 ）�「大気圏」の概念に着目して設定される

境界
　この見解は，「国際民間航空条約」（以下「シ
カゴ条約」という）などの条約の中で用いられ
ている“airspace”という表現に着目し �6 ），国家
主権の及ぶ範囲は地球の空気が含まれる空間
もしくは地球の大気圏（atmosphere）の限界に
制限されると考えるものである �7 ）。例えばBin 
Cheng は，もしも宇宙条約第 7 条の規定にお
いて両者の間に空間の存在が認められていない
のであれば，宇宙空間は大気空間を超えてすぐ
に始まることになるように思われると述べてい
た �8 ）。このアプローチに対しては，大気空間も
しくは大気圏がどこまでを示すのか定かではな
いという問題点が指摘されている。すなわち，
海面上100kmを超える高度になると，大気の構
成は徐々にそして継続的に変化していくため
に，大気圏の境界はどこまでかを指し示すこと
はできないという �9 ）。この他には，ほんのわず
かでも大気があればそこに境界線を引くとする
と，その高度は約 3 万マイルにまで及ぶものと
推定されるが，国家が上空に対して完全かつ排
他的な主権が及ぶことに同意したときに，その
ようなことを意図していたとは思えないという
批判もある �10）。
　また，大気圏については，それを各層に分割
することによって境界画定を試みる見解もあ
る。大気圏は対流圏，成層圏，中間圏，電離圏と
に分けることができる。対流圏は気象現象が起
こる層であり，赤道付近では14から17kmに，
そして極付近では10から11kmに変わる。対流
圏は地球をとりまく空気の 4 分の 3 を含んでい
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る。成層圏では気象現象は起こらず，高度40km
に達する。対流圏と成層圏とで空気の99.7％を
占める。その上部に位置するのが中間圏であ
り，地表から80kmにまで及ぶ。その上部が電
離圏であり，ガスの粒子で満たされた空間であ
る。このアプローチは各層でこのように物理的
な特徴が異なることに着目して，境界画定を試
みるものである �11）。
　いずれにしても，このような大気圏を基準と
する見解は，後述する重力を基準とする見解を
含めて，目に見えるものではなくまた明確に識
別することもできない。そのため，このような
アプローチを採用するとしても，追加の要件を
設定することが必要だといわれる �12）。

　（ 2 ）�航空機の最大限の飛行高度に基づく境
界

　この見解はシカゴ条約の附属書などに含まれ
る航空機の定義に由来する。シカゴ条約第 7 附
属書によれば，航空機とは，「地表に対する空気
抵抗以外の空気抵抗によって大気内で維持す
ることができる一切の機械」と定義される �13）。
この空気抵抗による維持という観念は航空機
を説明するため，そして航空機と宇宙物体とを
区別するための要素として用いられている �14）。
Potterは，宇宙空間とは航空機もしくはバルー
ンが飛行することができる範囲よりも上の空間
ということになり，高度の問題については更な
る注意が必要となるが，たとえば高度30マイ
ルを超える空間が宇宙空間であると述べてい
た �15）。この他にこの基準を支持する見解として
次のような主張が見られる。航空と空気とは密
接不可分の関係にあるが，空気の存在は必ずし
も航空の可能性を保障しない。その一方で航空
技術の発達は空気の稀薄度を克服してその可
能性を拡大しつつある。そしてこの説の相対性
を認めつつも，そのことは国際民間航空条約の
目的からは支障はなく，したがって領空の上限
は，航空の可能性をもって画されるべきと唱え
られる �16）。なお，空気力学上の航空機は，現在
では海面上65kmの高度まで飛行することがで

きるとされている �17）。
　この見解は航空機やバルーンが飛行可能とな
る限界を領空の上限とみなすものである。後述
する最下限の近地点などのアプローチにも当
てはまることであるが，これらは技術の現状を
反映したものであるから，技術が変化すればそ
れに伴って境界も変化することになる。そのた
め，このような技術的基準を考慮して設定され
た境界はどのようなものであっても，確実性，
正確性もしくは永続性を兼ね備えていないと批
判される �18）。

　（ 3 ）フォン・カルマンラインに基づく境界
　このアプローチによれば，領空と宇宙空間と
の間の境界は，上昇することによって空気密度
は減少して空気力学における浮揚力は低下し
て，遠心力又はケプラーの法則に取って代わる
その高度に設定されると考える �19）。フォン・カ
ルマンラインについては，この基準は技術の発
展の程度に関連するが，人工衛星の周回軌道は
このラインよりも上に位置しており，適切な定
義としてすべての基準に見合うものであると
評価されている �20）。またこの基準は実際に境
界画定の判断基準として用いられている。国際
航空連盟（以下「FAI」という）は非政府の機関
であるが，「航空」（aeronautics）と「宇宙飛行」

（astronautics）とを区別する基準としてフォン・
カルマンラインを用いており，地表から高度
100kmを境にして両者の区別を行っている �21）。
実際に基準として用いられていることも，支持
を高める要因の 1 つといえよう。
　フォン・カルマンラインはこのように一定の
評価を得ていたが，その一方でこれまで最も実
現性のある選択肢として受け入れられてはこな
かったという事実もある。ここで設定される境
界は理論的に解釈された高度であるが，技術が
進展することによって，設定された高度は変化
の余地がある点は他のアプローチで批判された
ことと同様である。実際にフォン・カルマンラ
インによって提示される数字は，当初は海面上
83（もしくは85）kmとされていたが �22），現在で
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は海面上100kmとされている �23）。このように技
術の進展と共に変化する余地があるため，問題
の抜本的な解決にはならないと批判される �24）。
また，FAIで基準として採用されているとして
も，FAIは非政府の機関であるから，先例とし
ての重要性はないという意見もある �25）。

　（ 4 ）�軌道を周回する衛星の最下限の近地点
（ペリジー）に基づく境界

　地球周辺の軌道を周回する人工衛星は，ケプ
ラーの法則にしたがって地球の周りをまわり始
める。そのとき地球の中心から一番遠いところ
を遠地点，一番近いところを近地点という。こ
の近地点の中でも，地球の大気が濃くなり人工
衛星がもはや軌道を周回することができなくな
るその限界となる高さに基づいて，宇宙空間の
境界を設定しようとする見解がいわゆる最下限
の近地点説といわれるアプローチである �26）。地
球周辺軌道上の宇宙物体は，事実として長期間
にわたり周回し続ける。そのためこの見解は，
急速に宇宙技術が発展しているにもかかわら
ず，安定して適用することが可能であると評価
される �27）。この他に，宇宙空間に打ち上げられ
た物体の登録に関連する国連の文書の中に，宇
宙空間の定義の基準として最下限の近地点を用
いることの支持を見いだす見解もある �28）。この
論者はさらに，宇宙空間の定義が十分に機能す
るための要件を満たすものは，フォン・カルマ
ンラインを除けば，最下限の近地点によるアプ
ローチしかないとも評する �29）。
　最下限の近地点を基準とする見解は，他のア
プローチと比較しても支持が多いが，それは次
のような理由があると考えられる �30）。まず第一
に，この基準を用いた場合，自由な宇宙空間の
飛行及び探査の要求が満たされる。これは同時
にこれまで軌道上に打ち上げられたすべての衛
星は宇宙空間に存在していたことになり，また
国家の主権が及ぶ領域の外にあったことにもな
る �31）。第二に，民間航空機が操業することがで
きる最大高度よりも上部に境界線が設定される
ために，航空交通と宇宙活動の間に生ずる干渉

は避けられる。第三に，これまで軌道上を周回
している衛星に対して，いかなる国家も抗議を
していないことから，実行にも適合するものと
なる。実際に，これまでに地球の周辺軌道上を
周回する物体に対して国家の異議が見られな
いことから，少なくとも最下限の近地点よりも
上の空間は宇宙空間であることを諸国は黙示的
に同意しており，そのことは国際慣習法となっ
ている，もしくはなりつつあると捉える見解も
多数見られる �32）。このアプローチは多くの支持
を得ているが，それでも批判は存在する。それ
は他のアプローチと同じように，宇宙空間との
境界は変化するおそれはあるということであ
る �33）。科学技術が発展すれば，これまでよりも
低い高度で人工衛星が周回することもありう
る。その場合，境界線もまた変更されるおそれ
は否定できない。
　なお最下限の近地点については，「最下限」の
意味についていくつか解釈の余地がある。衛星
の軌道について，統計上，実用目的であらゆる
軌道に向けて打ち上げられた多くの人工衛星
は，高度100kmよりも上空から落下し始める。
しかし，スカイネット 2A（1974年）は 6 日間に
わたって軌道を周回したが，そのときの近地点
は高度96kmであった �34）。また，国際宇宙空間
研究委員会（以下「COSPAR」という）は，人工
衛星が周回する一番低い大気の濃い部分という
のがおそらく存在するのであろうが，それは高
度90kmであろうとの見解を示している �35）。な
おPerekによれば，高度90km以下であっても
周回することを目的とした人工衛星をつくるこ
とは可能であるという。しかし同時に，そのよ
うな衛星をこの問題に当てはめたとしても得ら
れるものはなく，費用の面でも割には合わない
とも述べている点に注意を要する �36）。これら以
外に，多くの人工衛星が使用する軌道の近地点
である海面上100km�37），もしくは110kmを基準
とする見解もある �38）。
　これらの議論から，最下限の近地点における

「最下限」が示す意味として，第一に宇宙物体が
短期間でも周回することによって記録された
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値，第二に理論上もしくは技術上に可能と推定
される値，そして第三に多くの人工衛星が一般
的に使用している近地点の値の 3 つを導くこと
ができる。確かに，これまでに地球の周辺軌道
上を周回した人工衛星の中で，一番低い高度を
最下限の基準とする主張も見られるが �39），多く
の論者は，人工衛星が一般的に使用している軌
道の近地点の値を基準として考えているように
思われる。その理由を集約すれば，技術的に可
能であるとしてもこの点に関する国家の一般的
な実行を反映したものではなく，例外として見
られるべきであるということになろう �40）。近地
点よりも上の空間は宇宙空間ということが国際
慣習法となっているとする見解が有力視されて
いることからしても，この中では慣行に基づい
た，多くの衛星が通常使用する軌道の中で最も
低い値を意味するものと解するのが適切といえ
よう。

　（ 5 ）�地球の重力の影響に基づいた境界
　これは領空と宇宙空間の境界は，地球の重力
がなくなるその地点に設定されるとするもので
ある。物体が落下することによる下位国に対す
る危険性については，地表からの距離が高くな
ればなるほどにそれだけ加速度が加わり，引力
の法則により下位国に対する危険性は一層増大
するものと考えられていた �41）。この見解は国家
の安全を確保する必要性から推し進められたも
のであり，国家主権は物体が落下しうる高度を
超えて拡張すべきことを基本的な前提とするも
のと説明される �42）。
　この重力によるアプローチもまた批判があ
る。たとえば，地球の重力がゼロとなる点を基
準としたとしても，地球の重力は地球中心部か
ら数千kmにも及ぶ。そのため，主権は月さら
にはそれよりも遥かに遠くにまで及ぶことにな
り正当な境界画定の基準とは思えないと言われ
る �43）。また，法律小委員会の作業部会では，地
球の大気における一定の状況の下でもその条件
は生み出されることがあるので，地球上空の一
定の高度を超えた無重力は，境界設定のための

議論として用いられることはできないとの意見
も見られた �44）。

　（ 6 ）実効的支配に基づいた境界
　このアプローチでは，国家の排他的な主権は
その権力を効果的に適用する能力を有する高さ
にまで拡張されるべきであって，結果として宇
宙空間の境界は，下位国がその実効的支配を行
使することができなくなる高度に設定されるべ
きであると考える �45）。例えばGoroveは，領空の
高度を永続的に拡張することを受け入れること
は実行可能とは思われないばかりか，拡張され
た区域に対して国家が実効的支配を行使するこ
とは困難であるとして �46），このアプローチを考
慮した見解を示していた。　
　このアプローチに対しては，重大な危険に満
ちた見解であるとの批判がある。すなわち，そ
こに含まれる支配の程度及びその形態に問題は
あるが，それのみではなく，十分な技術もしく
は能力を備えていない国家は，国際法上認めら
れている平等な主体としての権利を奪われるこ
とになりかねず，結果的には，より強力な力を
有する国に奨励金（premium）を付与すること
になるという �47）。この他にも境界設定の目的か
ら批判する見解がある。すなわち国家主権の上
限を定める目的の 1 つは境界紛争を避けること
にある。にもかかわらず，支配権の行使を基準
として国家主権の上限を決定することは，国家
にその支配権の増強を促すことになるので，境
界紛争の可能性を増加させるだけである。その
ため能力を基準として判断するのは，国家主権
の範囲を定める問題の解決にはなじまないとい
うものである �48）。このような批判もあり，今で
はこの基準を積極的に用いて境界問題が論じら
れることはほとんどなくなった �49）。

　（ 7 ）�空間をいくつかの区域に分割すること
により定められる境界

　これまでの宇宙空間の定義及び境界画定のア
プローチは，設定された境界線を挟んで領空の
すぐ上部に宇宙空間が存在するという，いわば
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空間を 2 つに分けるものであった。それに対し
てこのアプローチは，両者の間に異なる法制度
に属する一定の区域を設定することによって
定義問題の解決を図るものである �50）。このアプ
ローチを支持するものとして，Oduntanは厳格
な境界の効力を和らげる利点があるとしてこの
理論を推奨する。この見解によれば，一番低い
区域は約55マイル（88km）まであり，そこまで
は領空の最大の高度と考えられ，下位国の完全
かつ排他的な主権に服する。その上空の45マ
イル（72km）は緩衝区域（buffer zone）として，
すべての国家の自由な通過のために設けられ
るべき空間となる。そして海面から100マイル

（160km）の境界線が宇宙空間の始まりであり，
そこは主権及び管轄権に関するあらゆる主張が
排除されると考える �51）。
　国際法協会（以下「ILA」という）においても，
この 3 つに分けるアプローチの是非について
意見が交わされたことがあった。COSPARの代
表が地球上空の空間を 3 つに分けて，海面から
50kmまでを下位国が主権を行使することがで
き，50kmから100kmまでが特別の法制度が適
用される中間区域（memospace）として設定さ
れ，そして100km以上を宇宙空間とする提案を
行ったが，賛同を得られなかった �52）。かつては，
この 3 つに分けるアプローチも好意的に捉えら
れていたときもあったとされるが �53），今ではあ
まり多くの支持を得られてはおらず，宇宙空間
の境界問題が論じられる際には領空と宇宙空間
との 2 つに分けた境界設定を前提にした議論が
進められている。
　このアプローチは，領空の上限もしくは宇宙
空間の下限のみを設定しようとするときには，
一定の利点があるように思われる。すなわち，
2 つに分けるアプローチをとれば，一方の定義
もしくは境界が定められると，他方の境界も必
然的に定められることになる。しかしこのアプ
ローチの場合には，一方の境界が定められたと
しても，他方の境界については未確定な状態が
継続することもある。そのため宇宙空間の下限
もしくは領空の上限のいずれかについての論争

が継続している場合には，今後の議論に委ねる
とする解決も可能になる。実際に，まずは一方
のみの境界設定の支持を示唆する国も存在す
る �54）。
　しかしながら，この見解に対しては宇宙空間
の下限にまで国家主権は及ぶのであるから，宇
宙空間の定義と領空の高さの問題とは独立し
て扱うことはできないと批判される。そしてさ
らに，空間を領空と宇宙空間という 2 つに分け
る明確な区別をした方が，3 つに区分するより
も，多くの点で優れておりまた実際的でもある
と説明される �55）。この他に，地球上空のすべて
の空間は，3 つに分けるよりも 2 つに，すなわ
ち領空と宇宙空間とに分ける方が一般的であ
るように思われる。したがって宇宙空間の下限
は，自動的に領空の上限とならなければならな
いという見解も見受けられた �56）。

　（ 8 ）�空間主義の様々な見解を融合して設定
された境界と他の提案による境界

　背景文書では，これまでに紹介した見解を融
合して新たに解釈したものや，人類が生存可能
な大気の層があるところまでを大気空間とする
ことを前提とした「生物学的理論」に基づく境
界画定のアプローチが紹介されていた �57）。この
理論に関連するものとして，Meyerは境界画定
の基準としては空気の存在するところまでと
する立場であるが，それは地球の生命と密接に
関わることを理由とする。空気で満たされた空
間だけが，地球上の生命体と密接に関わりをも
つため，そのような空間は地球の一部を構成す
るものと解釈することができるという。そのた
め，空気のない宇宙空間は，地球表面上の領土
及び領水と同じように一体をなすものとみなさ
れず，国家の領土及び領水の上空への拡張に関
して言えば，いかなる科学的法則にしたがった
としても，国家の一部とはみなすことはできな
いと考える �58）。
　背景文書では示されていなかった他のアプ
ローチとしては，領海モデルを採用したものが
ある。これは国家主権の垂直上の限界を明確に
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するために，海洋法で規定されるのと同様の
過程を大気圏においても生じさせると考える
ものである。この見解によれば，12カイリ（約
22km）を超える区域は国家の主権には服さず，
国際水域の上空におけるのと同じように扱われ
なければならないとされる �59）。すなわち，海面
上12カイリを境界線と考えるものである。こ
の領海モデルは，他の見解と比較しても設定さ
れる宇宙空間の境界が非常に低いのが特徴であ
る �60）。このような低い高度に境界を設定する場
合に懸念されるのが，安全保障上の問題である
が，この論者は，すでに兵器が周回しておりま
た軌道上からの監視行為はずっと以前から認
められていると反論する。そして実際に海面上
12カイリ上空を飛行して，そこにしばらく留ま
ることは非常に難しい。したがってこの提案に
よって生じる目下の脅威というのはほとんどな
いとみられるべきであると説明する �61）。

　 2 ．機能主義
　宇宙空間の定義及び境界画定のアプローチに
は，空間主義以外にも機能主義という考え方が
ある。これは国家主権の上限がどこまで及ぶの
かという問題を解決するための信頼のおける基
準を見いだすことが困難なために唱えられたも
のである �62）。機能主義においては活動の性質が
着目され，例えば宇宙物体により行われる活動
に対しては宇宙法が適用されると考える。した
がって，このアプローチでは宇宙空間の境界を
設定する必要はなく，両者は全体として 1 つの
ものとして捉えられる �63）。Matteはいくつかの
特徴をあげて機能主義を説明している。たとえ
ば，宇宙空間の自由と国家主権は，機能的自由
及び機能的主権として理解されるべきである。
また，機能主義であっても，機能的主権と認め
られるような国家に属する権利は拒絶されな
い。そして機能的自由は，望むことは何でもで
きる権利でなく，法規制がないことを意味する
ものでもない。さらに国家は公海へのアクセス
が認められているのと同じように，宇宙空間へ
のアクセス権も自然権として認められているよ

うに思われるという �64）。
　一方で機能主義に対しては，以下のような批
判が唱えられている。まず，特定の高度設定と
いう数的な評価を行わない純粋な機能主義は，
宇宙物体の活動に着目するため，ある物体がど
のような機能を持って遂行するのかを決定する
のは，単純に距離を測ることよりも困難である
といわれる �65）。現在の国際宇宙法上，宇宙物体
についての定義はない。そのため，機能主義に
おいても「宇宙活動」（space activity）や「宇宙
飛行」（space flight）などを定義することが求め
られる �66）。さらに，いかなる機能も一般的な用
語で定義されなければ，技術の発展によって廃
れてしまうかもしれないという批判もある �67）。
　他の批判として，場所概念の重要性を説くも
のがある。これは同じ行動であっても，場所に
よって評価が変わることがあることに着目す
るものである。例えば偵察という行為に関し
て，他国の領空上での偵察行為は認められない
が，宇宙空間からのそのような行為は一般に許
容される �68）。したがって，当該行為が合法とさ
れるのかそれとも違法とされるのかは，偵察さ
れる国の領土の内外のみでなく，領土上空に対
する国家主権が及ぶ高さによっても判断され
る。偵察がどこで行われているのかにかかわり
なく，行為それ自体が合法か違法かと判断する
だけで，領空と宇宙空間との境界を定める問題
を避けることができるわけではないと説明され
る �69）。この場所概念の重要性は，宇宙条約の規
定からも導かれる。宇宙条約第 2 条の規定は，
宇宙空間の占有禁止を定めているが，機能的な
アプローチの下では意味を失う危険性がある
という指摘もある �70）。機能主義はILAにおいて
も，好意的に捉えられなかった。そこでは，活
動の種類のみを判断材料にすることはできず，
活動の行われた場所が重要であることが宇宙条
約第 8 条の規定を例に挙げて唱えられた �71）。そ
して，「海面上約100km及びそれ以遠の空間は
宇宙空間であるとして，宇宙活動における専門
家並びに諸国によって段々と受け入れられるよ
うになってきていることを考慮」する旨の決議
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も採択されている �72）。空間を境界面で区分する
この決議は，空間主義としての立場を示すもの
と評価できる。

　 3 ．検討
　ここまで，主に議論の対象となってきた宇宙
空間の定義及び境界画定に向けてのアプローチ
を国連の背景文書を踏まえて紹介した。機能主
義に関しては，宇宙活動など別の形で定義を試
みなければならない。特に宇宙物体に関連する
科学技術の進展を考慮すると，その定義はより
複雑なものとなるおそれがある。また，特定の
軌道に対する権利の主張などを排除するために
も，また占有禁止の原則をより実効的なものに
するためにも明確な境界設定をすることが望
まれる。一方で空間主義においても，欠点及び
批判は存在した。ただその中でも有力に唱えら
れていたのが，フォン・カルマンライン及び最
下限の近地点に基づく見解であった。特に最下
限の近地点に関しては，それよりも上空の空間
は宇宙空間であるということが，国際慣習法に
なっていると有力に唱えられている。ただし，
この近地点よりも低い高度で境界が設けられる
余地もあるため，当然にこれを基準として境界
が設けられるというわけではない。さらに，最
下限の基準を多くの人工衛星が使用している軌
道の近地点の値とした場合に，設定された境界
よりも低い高度で人工衛星が周回した場合の法
的評価についても考慮が求められる �73）。そのた
め，最下限の近地点を境界設定の基準とするに
しても，更なる議論が必要である。
　これらの議論を踏まえて，私見としては海面
上の高度100kmを境界線とする立場を支持し
たい。最下限の近地点を根拠とする見解におい
ても，高度100kmもしくは110kmを境界とす
る見解が有力に唱えられていた。実際に境界が
定められるとすれば，具体的な高度設定が求め
られる。いずれの高度であっても宇宙関係の条
約の効力に影響を及ぼすことはなく，結果とし
て大きな違いはないであろう。しかし，一度設
定された境界を変更することは，法的安定性

を考慮すると頻繁に行われるべきではないし
多大な困難を伴う。そして何より宇宙空間の自
由がより保障されることを考慮すれば，海面上
110kmに設定するよりも100kmに境界線を設
ける方が好ましいといえよう。

Ⅲ　国家の立場

　学説上の議論では，大きく空間主義と機能主
義とに分けることができた。ここでは，諸国の
立場について焦点を当てる。諸国の宇宙空間の
定義及び境界画定問題に対する態度は，空間主
義的な思考にたって境界画定は必要であると唱
える国，機能主義の立場をとる国，そして少な
くとも今のところ必要ではないとする消極的姿
勢を示す国に分類することができる。そこで，
諸国はこの問題についてどのような立場にある
のかについて，特に今世紀に入ってからの法律
小委員会における意思表示を中心にして，諸国
の意思を導き出すことに努める。

　 1 ．米国
　米国は時期尚早であるとして，宇宙空間の定
義及び境界画定には以前から消極的な姿勢を示
していた �74）。この姿勢は今世紀に入ってからも
変わっていない。法律小委員会における以下の
発言内容をみてもその傾向をうかがうことがで
きる。領空及び宇宙空間の観点から適用可能な
法制度は，それぞれの範囲で十分に機能してい
る。宇宙空間の定義もしくは境界がなくても，
それぞれの範囲における活動の発展を害するこ
とにはならない。また宇宙空間を定義すること
によって解決するような国家主権の問題は存在
しない。技術の発展により航空機の飛行可能高
度は上昇しているが，その一方で宇宙機の軌道
上の可能周回高度は下がってきている。このよ
うな技術の発展は継続するであろう。境界線を
設定することによってもたらされる結果を予想
することができない場合に，両者の間に人工の
境界線を設けることに同意するのは危険なもの
となる。このような理由から，絶対的に必要と
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される現実的な問題が認識されるまで，法律小
委員会はこの問題に取り組むべきではないとい
う立場を示した �75）。
　米国は国内宇宙法において，用語を定義をす
る際に「宇宙空間」という言葉を用いて表現す
ることがあるが，「宇宙空間」それ自体を定義す
る規定は見あたらない �76）。しかしながら，空間
主義的な思考を示唆する規定がいくつか見られ
ることが指摘されている。例えば「国家航空宇
宙法」では第103条第 1 項で，「航空宇宙活動」
とは，「（A）地球の大気空間の内外

4 4 4 4 4 4 4

での飛行の
問題の研究及び解決」（傍点筆者）を意味すると
規定するが �77），同法にはこのように，大気もし
くは大気圏と宇宙空間とを並べる規定がいくつ
か見られる �78）。大気空間の内と外とで区別をす
るこのような規定から，地球の大気圏は領空の
概念と等しいものであり，逆に宇宙空間は地球
の大気圏の外部であるという意味が同法には含
まれているとこの論者は考える �79）。具体的な宇
宙空間の境界設定には消極的ではあるが，米国
も空間主義の立場に一定の理解を示し，その思
考を間接的にでも国内法に取り入れていると考
えることもできる �80）。

　 2 ．ロシア
　ロシアはソ連時代を含めて，これまでに定義
及び境界問題に関連する作業文書を数回にわ
たって提出しており，問題解決に向けて積極的
な姿勢を示している国と評価することができ
る。1979年に最初に提出した作業文書では宇宙
空間の境界問題に関して，以下のような主張を
した �81）。
　「1　�海面上100（110）kmを超える地球周辺

の空間は宇宙空間でなければならない。
　 2　�大気空間と宇宙空間との間の境界は国

家間の同意に服さなければならず，その
後に海面上100（110）kmを超えない高
度で条約によって確認されなければな
らない。」

　1983年に 2 度目の作業文書が提出されるが，
そこでは次のような表現になった �82）。

　「1　�宇宙空間と大気空間との間の境界は海
面上110kmを超えない高度で国家間の
同意によって設定されなければならず，
拘束力を有する国際法文書を締結する
ことによって法的に確認されなければ
ならない。」

　2012年においても，これまでの作業文書を通
して海面上100から110kmを超えない高度で境
界を設定すべきであることが提案されてきたこ
とを確認しており �83），海面上100から110kmを
1 つの基準として何度も作業文書を提出するこ
とで，宇宙空間の境界画定問題の解決に向かう
姿勢を示している �84）。
　なお，ロシアでは宇宙活動に関連する国内法
が1993年に制定されており，「宇宙活動」が「宇
宙技術，宇宙工業技術，宇宙活動を実施するの
に必要なその他の製品及び業務を創出すること

（開発，製造及び試験を含む。），並びにこれら
を使用し及び移転することを含んでいる」（第
2 条 2 項）と定義されるほか，宇宙開発利用に
関連する種々の規定が設けられている �85）。これ
らの規定はいくつかの重要な点で，国家の領域
外のエリアとして宇宙空間に対する特別の地位
が認められてはいるが，宇宙空間がどこから始
まるのかに関する手がかりまでは示されていな
い �86）。

　 3 ．オーストラリア
　オーストラリアは法律小委員会において，宇
宙空間の定義及び境界問題に関して自国の国内
宇宙法について説明をしている。同国は1998年
に宇宙活動法（Space Activities Act）を制定し
た。そこでは，宇宙空間の定義自体は行われな
かったが，「宇宙物体」などの用語が定義されて
おり，そこで「宇宙空間」という表現が用いられ
た。例えば，「宇宙物体」は次のように定義され
た �87）。
　「�宇宙物体は以下のもので構成される物を意

味する。
　 　（a）打上げ機，及び
　 　（b）�打上げ機が宇宙空間に向けもしくは
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宇宙空間から運ばれることになるペ
イロード

　又は以下のような物の一部
　 　（c）�その一部が宇宙空間に向けてもしく

は宇宙空間から戻ることになる場合，
又は

　 　（d）�その一部が打上げ後に打上げ機から
1 またはそれ以上のペイロードの分
離した結果として生じた場合。」

　その後2002年に改正が行われて，「宇宙空間」
と表記された箇所はすべて「海面上100kmを超
える空間」という表現に変更された �88）。改正後
も宇宙空間それ自体の定義はなされておらず，
同国における他の国内法においても定義はされ
ていない。この「海面上100kmを超える空間」
という表現に変更したのは，法の適用範囲を明
白にすることを示すためのものであり，「宇宙
空間」を定義もしくは境界を設定しようとする
オーストラリアの立場を示すものではないと説
明される �89）。また，オーストラリアは，宇宙空
間の定義に関して国際的なレベルでさらに議
論をすることが有益であるが，これは現在の優
先事項とはみなしていないという立場を示して
いる �90）。このような主張の内容をみると，オー
ストラリアが海面上100kmという値を宇宙空
間の境界と設定したと評価することは困難であ
り �91），むしろこの問題に消極的な姿勢をしてい
ると解することもできる。

　 4 ．カザフスタン
　カザフスタンは，宇宙空間の定義及び境界問
題を解決することは国家の経済的利益を保護
し，国家の安全を支えそして宇宙空間の利用に
関連して国家間の差別を防止する観点から，す
べての国家にとって重要でありかつ関連性があ
ると説明した。そしてさらに宇宙空間と領空と
の間に境界が設定されなければ，領空を含めた
国家領域に対する主権的権利の支配権を維持す
ることが困難となる。境界問題の解決策を見つ
け出すことは，上空に対する国家の十分かつ排
他的な主権の原則を強化することになるとの立

場を示した �92）。この内容からすれば，カザフス
タンが空間主義をとることは明白である。
　国内面では2012年に「宇宙活動に関するカザ
フスタン共和国法」が成立している �93）。この国
内法では，宇宙活動に関する一般的な関係が規
律されている。注目すべきは，同法では「宇宙
空間」の定義を行っていることである。同法第
1 条 6 項では，宇宙空間とは，「海面上 100km
以上の高度の大気空間を超えて広がる空間」と
定義されている。この規定によって，「海面上
100km」という具体的な数字をもって，それ以
遠の空間は宇宙空間であることが明示された。
なお，同法第 2 条 2 項では，「もしも，カザフス
タン共和国によって批准された国際条約が，本
法に含まれるものとは異なった規則を設定した
ならば，国際条約の規則が適用される」と規定
している。そのため，将来的に宇宙空間の境界
を定めた条約が締結されたとすれば，当該条約
の内容が優先的に適用される。

　 5 ．英国
　英国は，かねてから宇宙空間の定義及び境界
問題について消極的な姿勢を示していた �94）。近
年の傾向をみると，2010年に英国は，宇宙空間
の下限もしくは領空の上限を定義する可能性に
ついては考えていないが，大気空間と宇宙空間
の両方にある物体によって実行される任務に関
連する国際法もしくは国内法を施行することは
可能かどうかについては考慮するかもしれない
という立場を示しており �95），従来の消極的な姿
勢に変わりはないといえよう。
　国内に目を向けると，英国は1986年に国内
宇宙法を制定している。同法の適用対象につい
て，第 1 条にて「（a）宇宙物体を打上げまたは
打ち上げさせること，（b）宇宙物体を運用する
こと，（c）宇宙空間における活動」と規定され
ているが �96），「宇宙空間」そのものについての
定義はない �97）。ただ，かつて貴族院（House of 
Lords）では，国家の領空の上限について，実効
性のある定義はあるのかどうかについての質問
に対して，「英国はその領空の上限についての
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実効性を有する定義はないが，実際的な目的と
して，その限界は少なくとも航空機が飛行する
ことができる高さと考えられる」という回答が
あった �98）。この発言は領空の具体的な上限を定
める趣旨とまではいえない。しかし英国におい
ても，空間主義的な思考をまったく排除してい
るわけではなく，将来的に領空の上限について
の主張を行う余地は残しているものといえよ
う �99）。

　 6 ．その他の国々
　上記にあげた以外の国々も，法律小委員会内
において宇宙空間の定義及び境界問題について
態度を示しており，本稿ではそれを 3 つに分類
した。

　（ 1 ）境界設定の必要性を唱える国
　境界設定の必要性を主張した又はそのように
推察される国としては，ウクライナ，チュニジ
ア，インドネシア，エジプト，キューバ，アル
ジェリア，ブラジル，エルサルバドル，ケニヤ，
ベラルーシ，アルメニア，ウルグアイ，カター
ル，アゼルバイジャン，セルビア，グアテマラ，
イラクの他にオーストリア �100）などがある。
　これらの国が宇宙空間の定義もしくは境界を
必要とする理由として，以下のような主張が述
べられている。宇宙空間の定義もしくは境界を
定めなければ，法的に曖昧な状態を生み出すこ
とになり，それは国家間の紛争の危険性を増加
させることになるとするもの �101）。現在の宇宙活
動及び航空活動の水準のみでなく，将来的に技
術的な発展が進むことを考慮するもの �102）。宇宙
活動を行っている国家の賠償責任の問題に関連
するため重要性を有するとするもの �103）。航空
活動及び低高度を周回する人工衛星の数が増加
しているため，そして電気通信の分野において
よりすぐれた規制を進めていくことを理由とす
るもの �104）。航空活動及び航空技術の水準が増進
していることを理由とするもの �105）。すべての国
家による平等な利用を確保することは重要であ
るとするもの �106）。宇宙空間利用の自由及び領有

禁止の原則を適切に適用することを促進するこ
とになるとするものなどが理由としてあげられ
た �107）。

　（ 2 ）機能主義を唱える国
　機能主義をとっていると思われるまたはその
ように推察される国としては，ギリシャ �108），オ
ランダ �109），フランス �110），コロンビア �111）の他に
ベルギーがある。この中でベルギーは，以下の
ように立場を示す。
　ベルギーは，宇宙空間に関する国際条約の適
用範囲の定義について，機能主義を承認する。
同国は，領空と宇宙空間との間にいかなる法的
定義も提唱しない。空法を含む他の制度と比較
して，宇宙空間の法制度の特徴を明らかにする
ために採用された解決は，それゆえに実際のも
しくは仮定的な目的地を考慮しつつ，「宇宙物
体」の概念を説明することによって成し遂げら
れる �112）。このようにベルギーは機能主義を支持
することを明示的に示した �113）。

　（ 3 ）境界設定に消極的姿勢を示す国
　領空及び宇宙空間の境界設定に消極的である
またはそのように推察される国としては，カナ
ダ，アルゼンチン，サウジアラビア，チェコ，ト
ルコ，デンマーク，ノルウェー，エストニアな
どがあげられる。
　これらの国家が境界設定を必要としない主な
理由は以下の通りである。宇宙航空活動及び科
学技術の現在の重要性を鑑みて，宇宙空間の境
界を設定する特別の規定を採用する必要性はな
いとするもの �114）。宇宙空間の定義及び境界が
なくても，これまで宇宙活動を害することはな
かったため，今のところは宇宙空間の定義もし
くは境界を設定することは考えていないとする
もの �115）。領空と宇宙空間の境界について容易に
同意に達するとは思えないため，新たなきっか
けが起こるまで待つ必要があるとするもの �116）。
自国の宇宙活動と技術発展の現在の水準を考慮
して必要はないとするもの �117）。この問題の重要
性自体は認めているが，現在のところ領空と宇
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宙空間との境界画定の必要性を考慮していない
とするものなどの意見が見られた �118）。

Ⅳ　おわりに

　ここまで宇宙空間の境界画定についての学説
上の見解及び国家の立場についてみてきた。宇
宙開発利用がある程度の進展をみせてきたにも
かかわらず，境界画定に消極的な姿勢を示し続
ける国家の主張する理由に大きな変化は見られ
なかった。科学技術の継続的発展を阻害すると
いう理由に対しては，現在の諸国の慣行を考慮
にいれて高度設定することで十分に対応するこ
とができるであろう。現在のところ問題が生じ
ていないという理由も，これからも問題が生じ
ないとも限らないため決定的な理由とはいえな
い。一方で，それらの国々の中には国内法の規
定や国内における発言などから，空間主義に対
して一定の理解を示しているもしくは歩み寄り
をみせていると解釈できる余地もあった。そこ
から察するに，この問題に消極的な姿勢を示す
国家としては，宇宙空間と領空の境界を設定で
きないのではなく，単に設定したくないと解す
るのが妥当であろう。このような曖昧な状態が
継続すれば，宇宙機がある日突然，一方的な申
し立てによって他国の領空内を通過したことに
より押収されたり，場合によっては破壊される
ような事態の可能性も排除されない �119）。このよ
うな事態が起こらないためにも，境界問題の解
決は緊急の課題であるという認識をもつべきで
ある。
　この問題の解決には，何より国家の意思が必
要である �120）。これは領空と宇宙空間との境界
設定を望む国家のみが境界設定の同意をして解
決できる問題ではない。境界の設定には，消極
的な姿勢を示している国家の参加もまた必要と
なる。そのためには，これらの国家の境界設定
を必要としないとする理由を再度吟味すること
で，解決への道筋を探る必要がある。宇宙空間
の境界画定問題は緊急の課題ではあるが，これ
までの議論をみても容易に解決できるものでは

なく，これからも長年の歳月を要することが予
想される。しかし，一歩ずつでも解決に向けて
歩み続ける国家の努力が求められる。
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